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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第１四半期
累計期間

第42期
第１四半期
累計期間

第41期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 3,388,835 3,006,377 14,466,925

経常利益 （千円） 224,889 180,974 962,845

四半期（当期）純利益 （千円） 135,565 114,366 595,694

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － - -

資本金 （千円） 1,387,297 1,387,297 1,387,297

発行済株式総数 （千株） 6,529 6,529 6,529

純資産額 （千円） 4,088,254 4,620,527 4,544,052

総資産額 （千円） 10,392,211 10,317,981 10,707,329

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 24.18 20.41 106.28

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 8.00

自己資本比率 （％） 39.3 44.8 42.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）業績の状況

　当第１四半期累計期間における我が国経済は、政府による経済政策や日銀の金融政策効果に支えられ、設備投

資や雇用環境が改善し、景気の回復基調は続いておりますが、一方において消費税増税に伴う反動が景気回復に

悪影響を及ぼしている状況にあります。

　さらに、エネルギーコストの上昇、ウクライナ及び中東情勢の不安などを要因とした景気減速の懸念もあり、

予断を許さない状況が続いております。

　当自動車業界におきましては、本年４月に消費税率の引き上げが実施されたことにより、３月までとは一変し

て、４月以降の販売実績は落ち込み、国内の新車自動車登録が1,161千台（前年同期比1.9％減）、当社の主力で

ある外国メーカー車につきましても、新車の登録台数は55千台（前年同期比16.3％減）となりました。

　このような状況の中、当社の当第１四半期累計期間の業績は、売上高30億6百万円（前年同期比11.3％減）、

営業利益1億88百万円（前年同期比19.3％減）、経常利益1億80百万円（前年同期比19.5％減）、四半期純利益は

1億14百万円（前年同期比15.6％減）となりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（車両販売関連）

　車両販売関連事業におきましては、４月以降の消費税増税前の駆け込み購入の反動が続いた影響により、当第

１四半期累計期間における当社の販売環境は大変厳しいものとなりました。この結果、車両販売関連の売上高は

29億31百万円（前年同期比12.1％減）、セグメント利益は1億44百万円（前年同期比28.7％減）となりました。

（不動産）

　不動産事業におきましては、本社・西船橋・市川店の賃貸マンション等において、入居率の維持・向上を努め

た結果、安定的な賃貸収入が計上できたことにより、売上高は24百万円（前年同期比3.1％減）、セグメント利

益は16百万円（前年同期比2.0％増）となりました。

（発電）

　発電事業におきましては、成田太陽光発電所に加え、昨年８月に館山太陽光発電所が完成し、メガソーラー発

電所２ケ所が順調に稼働を続け、発電による安定的な売電収入が計上できたことにより、売上高は50百万円（前

年同期比79.3％増）、セグメント利益は26百万円（前年同期比93.3％増）となりました。

 

　（２）財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ3億89百万円減少し103億17百万円となりまし

た。これは、現金及び預金の減少が主な要因であります。

　負債につきましては、前事業年度末に比べ4億65百万円減少し56億97百万円となりました。これは、返済によ

り長期借入金が減少したことが主な要因であります。

　純資産につきましては、前事業年度末に比べ76百万円増加し46億20百万円となりました。これは、四半期純利

益を計上したことが主な要因であります。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,529,114 6,529,114

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 6,529,114 6,529,114 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 6,529,114 － 1,387,297 － 348,297

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     924,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   5,580,000 5,580 －

単元未満株式 普通株式      25,114 － －

発行済株式総数 6,529,114 － －

総株主の議決権 － 5,580 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権数１個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（株）ファミリー
千葉県千葉市中央区東千

葉２-８-15
924,000 － 924,000 14.2

計 － 924,000 － 924,000 14.2

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、千葉第一監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第41期事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

　第42期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　　　千葉第一監査法人

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,163,820 612,949

売掛金 395,533 299,964

商品 1,509,782 1,782,542

部品及び用品 131,909 145,535

販売用不動産 49,257 49,257

繰延税金資産 25,743 16,666

その他 240,742 240,113

貸倒引当金 △470 △470

流動資産合計 3,516,317 3,146,560

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,523,696 1,522,304

機械装置及び運搬具（純額） 783,484 759,140

土地 3,950,337 3,950,337

賃貸不動産（純額） 496,639 491,861

その他（純額） 62,107 56,819

有形固定資産合計 6,816,266 6,780,462

無形固定資産 28,168 27,683

投資その他の資産   

投資有価証券 77,965 87,970

長期貸付金 51,608 50,422

差入保証金 133,740 140,540

その他 83,263 84,343

投資その他の資産合計 346,577 363,275

固定資産合計 7,191,011 7,171,421

資産合計 10,707,329 10,317,981
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 713,181 617,259

短期借入金 2,784,886 2,744,887

未払法人税等 212,836 68,851

賞与引当金 16,960 22,188

その他 655,707 601,947

流動負債合計 4,383,572 4,055,134

固定負債   

長期借入金 1,418,030 1,294,311

役員退職慰労引当金 32,532 33,077

資産除去債務 8,090 8,115

繰延税金負債 254,208 247,707

その他 66,843 59,107

固定負債合計 1,779,705 1,642,319

負債合計 6,163,277 5,697,454

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,387,297 1,387,297

資本剰余金 815,014 815,014

利益剰余金 2,528,684 2,598,216

自己株式 △200,801 △200,801

株主資本合計 4,530,195 4,599,727

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 13,856 20,800

評価・換算差額等合計 13,856 20,800

純資産合計 4,544,052 4,620,527

負債純資産合計 10,707,329 10,317,981
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 3,388,835 3,006,377

売上原価 2,808,592 2,458,596

売上総利益 580,242 547,780

販売費及び一般管理費 346,935 359,510

営業利益 233,307 188,270

営業外収益   

受取利息 312 288

受取配当金 764 808

受取保険金 213 471

金利スワップ評価益 2,027 －

その他 1,369 1,313

営業外収益合計 4,686 2,882

営業外費用   

支払利息 13,104 10,121

その他 － 56

営業外費用合計 13,104 10,178

経常利益 224,889 180,974

特別損失   

固定資産除却損 4,040 839

特別損失合計 4,040 839

税引前四半期純利益 220,849 180,134

法人税、住民税及び事業税 91,984 66,253

法人税等調整額 △6,700 △485

法人税等合計 85,284 65,767

四半期純利益 135,565 114,366
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に

係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 49,576千円 57,292千円
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 44,844 8 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 44,834 8 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 車両販売関連 不動産 発電 合計

売上高     

外部顧客への売上高 3,335,700 24,824 28,311 3,388,835

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 3,335,700 24,824 28,311 3,388,835

セグメント利益 203,260 16,080 13,966 233,307

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 車両販売関連 不動産 発電 合計

売上高     

外部顧客への売上高 2,931,556 24,054 50,767 3,006,377

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 2,931,556 24,054 50,767 3,006,377

セグメント利益 144,876 16,396 26,996 188,270

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 24円18銭 20円41銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 135,565 114,366

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 135,565 114,366

普通株式の期中平均株式数（株） 5,605,432 5,604,357

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月13日

株式会社ファミリー

取締役会　御中

 

 千　葉　第　一　監　査　法　人  

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 本橋　雄一　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 大川　健哉　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファミ

リーの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第42期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ファミリーの平成26年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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